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1-1 事業地域の概要 

1-1-1 熊本市の概要 

(1) 位置、地勢等 

熊本市は九州の中央、熊本県の西北部にあり、市域は東西24km、南北36km、面積390k㎡であ

る。熊本県の県庁所在地であり、政治、経済、文化などの中心地となっている。 

地勢は、金峰山を主峰とする複式火山帯と、これに連なる立田山等の台地からなり、東部は

阿蘇外輪火山群によってできた丘陵地帯、南部は白川の三角州で形成された低平野からなって

いる。 

気候は、有明海との間に金峰山系が連なるため、内陸盆地的気象条件となり、寒暖の較差が

大きく冬から春への移り変わりは早く、夏は比較的長いことが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1 熊本市の位置  
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(2) 熊本市の歴史 

飛鳥時代（593年～710年）、託麻の三宅郡（今の出水地方）に肥後の国府「託麻府」が設け

られ、集落が形づくられて大きくなったものが、現在の熊本市の始まりである。 

奈良朝前後の日本各地は、国力の大小によって、大・上・中・下と四等級に区分されていた

が、肥後はそのころ農産物産出量で九州諸国中群を抜いており、平安時代初期（795年）、全国

中でも優位の資格を認められ「大国」に昇進した。 

南北朝50年間は、戦乱の日が相次ぎ、熊本地方もしばしば軍営の場に利用された。 

長い戦乱のあと、天下が統一されるや、肥後全土の守護職は改めて菊池氏に委ねられ、一国

政令の中心は隈部（現在の菊池市）の方に移った。 

降って、応仁の項菊池の一族出田三郎秀信は、今の熊本城東部の丘陵に千葉城（熊本城の始

め）を構えたが、次の鹿子木親員が、1490年代に今の古城の地に居城を移し、隈本城と称えた。

ついで、城親冬と、佐々成政のあとを承けて天正16年（1588年）加藤清正が入城するにおよん

で、清正は国府の二本木方面から、寺院、商家などを移転させて、城下町の経営に着手した。 

加藤清正は熊本の自然に、はじめて大規模な人為のツルハシを振った武将で、河川、その他

の土木事業に残した功績は大きく、熊本市が城下町としての体裁を整えてきたのは、このころ

からである。日本三名城の一つとうたわれる熊本城は、清正が慶長6年から12年にかけ（1599

年～1607年）、７カ年の歳月を費やして築城したものである。（築城年については異説もある）。 

細川氏時代は、寛永９年（1632年）細川忠利の入国によって始まるが、細川氏は爾来大政奉

還の日に至るまで、200有余年間にわたって肥後熊本の政治を行った。 
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明治４年（1871年）７月に入って、廃藩置県の大詔が出されると、肥後には、熊本、人吉の

二県がおかれ、続いて同年11月改めて熊本、八代の二県となった。ところが翌５年（1872年）

６月熊本県は、ふたたび白川県と改称され、翌々６年（1873年）１月には八代県が廃止されて、

白川県に併合されたため、肥後全域は白川県の所管となり、熊本市には県庁が設けられた。こ

れは明治９年（1876年）１月まで続いたが、同年２月さらに改めて熊本県と称せられるように

なった。 

このころ熊本城には鎮台がおかれ、熊本市は城下町としてにぎわいを見せていたが、９年

（1876年）の神風連事件、翌10年（1877年）の西南の役と引き続き大きな戦禍に見まわれ、と

くに西南の役では、全市街が焦土と化してしまった。22年（1889年）４月、市制が施行される

とこれまでの「熊本区」は、「熊本市」と改められた。 

明治の初年から、九州における政治・軍事の中心として、各種の官庁が置かれていた熊本市

は、24年（1891年）鉄道の開通によって熊本駅が設けられ、又30年代に入って市区改正の大事

業が行われ、中央部の山崎練兵場が市外に移されて新市街が出現するや、会社、工場、商店そ

の他施設が続々と軒を連ね、日清、日露の戦勝の意気も加わって、明治の隆昌期を現出した。 

開業した熊本駅（当時は春日駅）は、「煙で洗濯物が汚れる」など地元の反対もあり、郊外

のボウブラ（カボチャ）畑の真中に設けられた（現在の南側）。駅ができると、商人宿、商店、

会社、工場、住宅などが建てられ、駅を中心に開けていった。その後、駅拡張の必要性から、

大正３年（1914年）、現在の位置に移った。 

大正10年（1921年）、周辺11ヶ町村を併合して大熊本市の基礎を固め、私鉄菊池軌道、熊本

軌道、御船鉄道及び国鉄宮地線の開通整備と並んで13年には、市電の開通があり、更に上下水

道施設、二十三聯隊の移転等によって、いよいよ近代都市の面目を新たにすることになった。 

しかし、昭和20年（1945年）には空襲を受けて全市の大半は瓦礫と化したが、その後全市民

の不断の努力によって、戦災、水害等各種の苦難を克服し、今日の隆盛を見ることができた。 

市制施行当時は、面積６k㎡、人口４万人を数えるに過ぎなかったが、近代的都市機能の集積

や平成20年（2008年）の富合町、平成22年（2010年）の城南町、植木町との合併をはじめとす

る市域の拡大等によって、面積390 k㎡、人口74万人にまで成長し、平成24年（2012年）４月に

は全国で20番目、九州で３番目の政令指定都市へと移行した。 

平成23年（2011年）３月の九州新幹線全線開業とこの政令指定都市移行による相乗効果によ

り、九州中央の交流拠点都市として着実に発展している。政令指定都市移行後の新しいステー

ジにふさわしいまちづくりとして、「九州ど真ん中！日本一暮らしやすい政令指定都市くまも

と」の実現を目指している。 

〔参考：熊本市ウェブサイトほか〕 
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(3) 人 口 

明治22年（1889年）、市制施行当時の人口は約４万人であったが、大正元年（1912年）には

約７万人、昭和元年（1926年）には約15万人と増加が続き、昭和50年代には50万人を超えるま

でになった。 

平成20年（2008年）に富合町と、平成22年（2010年）に植木町、城南町と合併し、政令指定

都市となった平成24年には、約74万人となった。この数年は、横ばい状態にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：熊本市統計書他 

図1-2 熊本市 人口推移 

 

平成30年（2018年）４月現在、熊本県人口（約176万人）に占める熊本市人口の割合は、約40％

である。行政区別人口は中央区及び東区が約18万人であり、人口密度は中央区が最も高い。 

 

表1-1 熊本市 現在の人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

         資料：熊本市推計人口（熊本市 総務局 行政管理部 総務課）  

km2 人 人/km2

平成30年4月 390.32 738,407 1,892

中 央 区 25.45 187,412 7,364
東 区 50.19 188,069 3,747
西 区 89.33 91,419 1,023
南 区 110.01 129,468 1,177
北 区 115.34 142,039 1,231

区   分 面　積 人　口 人口密度
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(4) 産 業 

熊本市の事業所数は、約３万ある。産業別では、「卸売・小売業」、「宿泊、飲食サービス

業」、「生活関連サービス、娯楽業」の順に多く、これらで約半数を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        資料：熊本市統計書 平成30年度版 

図1-3 熊本市 産業大分類別事業所数（平成29年、民営） 
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(5) 土地利用 

熊本市の地目別面積は、「宅地」、「田」、「畑」の順に多く、これらで約半数を占めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         資料：熊本市統計書 平成30年度版 

図1-4 熊本市 地目別面積（平成30年1月1日現在） 

 

熊本都市計画区域（熊本市の行政区域一部、合志市、菊陽町、嘉島町及び益城町）において、

市街化区域は10,796haあり、都市計画区域の約30％となっている。 

 

表1-2 熊本市の用途地域等 

 

 

 

 

 

資料：熊本市統計書 平成30年度版 

  

単位：ha・％ 平成30年10月１日現在

市街化

第１種 第２種 第1種 第2種 第１種 第２種 準 近隣 商業 準 工業 調整

低層住居 低層住居 中高層住居 中高層住居 住居 住居 住居 商業 地域 工業 地域 区域

専用地域 専用地域 専用地域 専用地域 地域 地域 地域 地域 地域

面　積  35 433  10 796  1 068   107  2 562  2 552  1 175   641   224   542   392  1 167   366  24 638

構成比 100.0 30.5 3.0 0.3 7.2 7.2 3.3 1.8 0.6 1.5 1.1 3.3 1.0 69.5

区 分 総面積

市　街　化　区　域

計
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(6) 交 通 

自動車の普及等に伴い、自動車分担率は昭和48年（1973年）から平成24年（2012年）でほぼ

倍増しており、都市圏交通の約2/3が自動車利用となっている。道路整備は進むものの、市街地

や放射環状道路上においては、ピーク時間帯などに交通渋滞が恒常化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       資料：熊本都市圏都市交通マスタープラン（平成28年 熊本都市圏総合交通計画協議会） 

図1-5 熊本都市圏 交通手段分担の変化 

 

バス利用者はこの30年間で約1/3まで減少しており、一部路線では路線維持が困難となりつつ

ある。 

鉄軌道の利用者数は、昭和60年頃の一時期落ち込んでいたものの、郊外の沿線開発、新幹線

開業などにより、近年は増加傾向で、比較的安定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：熊本都市圏総合交通戦略（平成30年 熊本都市圏総合交通戦略協議会） 

図1-6 熊本都市圏 公共交通機関利用者数の推移  
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1-1-2 熊本駅・上熊本駅の概要 

(1) 熊本駅・上熊本駅の歴史 

新橋～横浜間に日本最初の鉄道が開通した明治５年（1872年）から19年後、熊本県に鉄道が

開通したのは明治24年（1891年）７月である。明治24年（1891年）４月に開通していた高瀬（現

玉名）から熊本までが繋がり、池田駅（現上熊本駅）及び春日駅（現熊本駅）が同時に開業と

なった。各駅のその後の歴史は、下記のとおりである。 

大正３年（1914年）６月に、のちに豊肥本線となる熊本～肥後大津間が、宮地軽便線として

開通した。 

 

 (a) 熊本駅 

明治24年(1891年)７月 高瀬（現玉名）～熊本間 運輸営業開始、春日駅として開駅 

           （現在より南側で二本木口電停程度） 

明治29年(1896年)11月 熊本～八代間 運輸営業開始 

明治32年(1899年)12月 三角線 宇土～三角間 運輸営業開始 

明治35年(1902年)   春日駅を熊本駅に改名 

大正３年(1914年)４月 駅舎移転（二代目駅舎；現在の位置付近） 

大正３年(1914年)６月 熊本～肥後大津間 運輸営業開始 

昭和33年(1958年)３月 駅舎改築（三代目駅舎） 

昭和36年(1961年)10月 熊本操車場使用開始（現在の位置） 

昭和38年(1963年)２月 熊本～川尻間 複線化（熊本県下初） 

昭和43年(1968年)９月 門司港～熊本間 全線複線化 

昭和45年(1970年)７月 熊本～八代間 全線複線化 

昭和45年(1970年)10月 鹿児島本線の全線電化完成 

昭和48年(1973年)３月 肥薩線、豊肥本線の全面ディーゼル化 

平成３年(1991年)４月 駅舎改築（三代目改築；高架前駅舎） 

平成11年(1999年)10月 熊本～肥後大津間 電化 

平成23年(2011年)３月 九州新幹線全線開業 

平成27年(2015年)３月 上り線ホーム高架化 

平成30年(2018年)３月 下り線、豊肥本線ホーム高架化（全線高架化） 
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出典：熊本日日新聞社              出典：熊本日日新聞社 

    初代の熊本駅舎（明治24年頃）      二代目の熊本駅舎と駅前広場（昭和31年頃） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：熊本日日新聞社 

三代目の熊本駅舎と駅前広場（昭和40年頃）   三代目改築後の熊本駅舎（平成18年４月撮影） 

 

 (b) 上熊本駅 

明治24年(1891年)７月 池田駅として開業 

明治29年(1896年)４月 夏目漱石が降り立つ 

明治34年(1901年)１月 上熊本に改称 

大正２年(1913年)７月 駅舎建替え（二代目駅舎；高架前駅舎） 

昭和10年(1935年)３月 熊本市電が駅前に乗入れ 

平成11年(1999年)３月 駅舎が熊本県近代化遺産に選定（熊本県教育委員会） 

平成23年(2011年)３月 九州新幹線全線開業に伴い、特急が通過のみとなる 

平成27年(2015年)３月 ホーム高架化、新駅舎供用開始 
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                    資料：熊本市街図 明治40年10月発行 

                          （初代熊本駅の位置） 

 

図1-7 熊本駅及び周辺鉄道の変遷  
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(2) 利用状況 

熊本駅の乗車人員は、平成年代、減少傾向にあったが、平成23年（2011年）３月の九州新幹

線開業以降、増加傾向に転じている。 

上熊本駅の乗車人員は、大きな変動はなく推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 ：年間乗車人員データを日数で割って算出。 

資料：九州旅客鉄道株式会社、熊本市統計書 

図1-8 熊本駅 乗車人員推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 ：年間乗車人員データを日数で割って算出。 

資料：九州旅客鉄道株式会社、熊本市統計書 

図1-9 上熊本駅 乗車人員推移  

H23.3 九州新幹線開業 
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熊本駅に係る列車運行本数は、平成30年（2018年）４月の全線高架切替え時点で、鹿児島本

線で82本、九州新幹線で113本あり、九州新幹線開業前より、全体として増加している。 

 

表1-3 熊本駅 列車運行本数 

       時期 

 鉄道・区間 

平成11年(1999年)10月 

〔事業着工の頃〕 

平成23年(2011年)３月 

〔九州新幹線開業前〕 

平成30年(2018年)４月 

〔全線高架切替後〕 

鹿児島本線 

上熊本～熊本間 

特 急 86本 特 急  90本 特 急 ０本 

普通等 76本 普通等  74本 普通等 82本 

合 計 162本 合 計 164本 合 計 82本 

九州新幹線 

博多～熊本間 
－ － 113本 

注：列車本数は、平日の旅客列車上下計（回送、貨物、季節列車等は含まない）。 
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1-1-3 近年のまちづくり 

(1) 熊本県総合計画 

熊本県では、県政運営の基本方針を総合計画として定めている（近年は「４カ年戦略」）。

本事業開始以降の計画、戦略において、事業に関連する事項は以下のとおりである。 

 

①熊本県総合計画 ゆたかさ多彩『生活創造』くまもと（平成５年～平成12年） 

  ●九州の拠点形成・にぎわいのある都市づくり 

〔主な関係施策〕 

・九州新幹線の建設促進 

・にぎわいのある都市づくりの支援 

・都市圏交通の円滑化 

・地域の発展を支える交通基盤の整備 

 

②熊本県総合計画 パートナーシップ21くまもと（平成12年～平成20年） 

  ●快適さに満ちた定住環境づくり・発展と交流を支える総合交通体系の整備 

〔主な関係施策〕 

・新幹線駅周辺の都市機能整備 

・九州新幹線の建設促進 

・新幹線建設による広域交流への対応 

・都市圏交通の円滑化を図る交通網の整備 

・生活の利便性を確保する交通網の整備 
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③くまもとの夢４カ年戦略（平成20年度～平成23年度） 

  ●九州新幹線全線開業効果の最大化による県全体の発展 

〔主な関係施策〕 

・熊本駅周辺のアクセス道路等の整備 

・熊本駅周辺の都市機能の充実 

・風格ある熊本駅舎の整備 

・熊本駅周辺の散策路の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④幸せ実感くまもと４カ年戦略（平成24年度～平成27年度） 

  ●熊本都市圏の拠点性向上～将来の州都をめざします～ 

〔主な関係施策〕 

・熊本駅舎、駅前広場の整備 

・石堰、万日山の整備 

・熊本駅周辺の景観向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第 1 章 事業の背景 

43 

⑤熊本復旧・復興４カ年戦略（平成28年度～令和元年度） 

  ●地域の特性を活かした拠点・まち・観光地域づくり 

〔主な関係施策〕 

・在来線高架化の完了 

・利用者と地域住民の利便性向上 

・広域交流の拠点形成 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 熊本市都市マスタープランにおける位置付け 

熊本市では第２次熊本市都市マスタープランを策定しており、熊本市のめざす都市構造の基

本的なあり方は、「中心市街地や地域拠点などから諸機能が段階的に立地する秩序ある市街地

の構成をめざす」と示されている。 

熊本城周辺から熊本駅に至る高次な都市機能が集積した中心市街地を中心に、鉄道及び軌道、

放射環状の幹線道路網を都市の骨格軸とし、それら骨格軸上にある商業・行政サービスなど生

活の利便機能が集積した地域拠点と中心市街地が有機的に連携した都市の構成をめざす。 

 

熊本駅周辺及び上熊本駅周辺は、地域別構想において、『豊かな水と緑、多様な都市サービ

スが支える活力ある多核連携都市』づくりに向けて、下記のような方針が掲げられ、それぞれ、

取組みが進められている。 

 

〔主な関係施策〕 

・熊本駅周辺；商業、業務機能の拡充や都市型住宅等の立地 

・上熊本駅周辺；都市機能の充実した広域的な拠点づくり 

・熊本駅、上熊本駅での駅前広場整備に合わせた公共交通機関相互の結節機能強化 
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資料：第２次熊本市都市マスタープラン 地域別構想（平成26年3月策定 熊本市） 
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(3) 熊本都市圏都市交通マスタープラン 

熊本都市圏都市交通マスタープランにおいて、道路ネットワークの将来像として、都市圏内

外の広域的な交流の促進や中心市街地と周辺市町村間の放射型の交通需要に対応するため、走

行性の高い２環状11放射の骨格幹線道路網を形成していくことを求めている。 

連続立体交差事業の実施により、自動車交通の円滑化、そして路線バスの定時性、速達性が

高まるなどが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：熊本都市圏都市交通マスタープラン（平成28年 熊本都市圏総合交通計画協議会） 

図1-10 熊本都市圏 骨格となる道路ネットワークの将来像 
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1-2 事業の背景 

1-2-1 事業化に至る背景 

九州中央の交流拠点都市として発展が進む熊本市において、交通渋滞の深刻化といった課題

が顕在化していた。また、地域整備、交通施設整備などの都市計画上の要請として鉄道高架化

が求められ、上位計画等で提言された。 

 

(1) 交通渋滞 

1960年代からの全国的なモータリゼーションの進展は、都市内交通の主役が自動車交通とな

るとともに、交通渋滞を引き起こしてきた。 

熊本市は、県庁所在地として発展を遂げ、多くの都市機能が集積しているが、都心部への一

極集中などがマイナス要因となり、交通ネットワーク上の課題などが顕在化してきた。また、

熊本市の西側地域は、ＪＲ鹿児島本線によって中心市街地と分断されており、発展が遅れてい

ると懸念されていた。 

 

主要道路の道路網、交通量、混雑度等は、表1-4のとおりである。 

幹線道路は熊本市中心部から放射線状に伸びているが、ＪＲ鹿児島本線西側は(主)熊本玉名

線、(主)熊本高森線、(県)並建熊本線、(県)小島新町線の４路線程度と少なく、それらの交通

量もＪＲ鹿児島本線東側と比べて少なくなっている。 
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表1-4 主要道路の状況；平成９年（1997年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：熊本駅周辺連続立体交差委託 他合併（連続立体交差調査）報告書 

   （平成12年3月 熊本県熊本駅周辺整備事務所）  

少ない道路網・交通量 

整備の進んだ道路網 

上熊本駅 

JR鹿児島本線 

熊本駅 

JR鹿児島本線 
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踏切による交通渋滞が発生していた事業着手前、平成６年（1994年）の踏切等交通量の詳細

は表1-5のとおりである。 

鹿児島本線では、池田踏切、本妙寺踏切及び一新踏切の３箇所で、踏切交通遮断量が２万台

時／日を超えていた。 

踏切を先頭とした滞留長は、池田踏切西側で150ｍ、本妙寺踏切西側で600ｍになっていた（平

成13年）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本妙寺踏切の渋滞状況（平成14年頃） 

  

本妙寺踏切からの 
滞留長；600m 
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表1-5 踏切等交通量；平成６年（1994年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：熊本駅周辺連続立体交差委託 他合併（連続立体交差調査）報告書 

    （平成12年3月 熊本県熊本駅周辺整備事務所） 

 

 

  

熊本駅 

上熊本駅 
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(2) 都市計画上の課題整理 

熊本市では、都市機能の集積を進めていくとともに、都心部の問題を解消するための機能分

担や交通ネットワークの整備を進めていく必要があった。特に新幹線整備と在来線の機能向上

を一体的に進め、熊本駅周辺における都心機能の分担や、上熊本駅周辺における拠点機能の強

化を中心とした沿線市街地のまちづくりと東西交通の円滑化を進めていくことが重要であった。 

これら課題を解消する施策として、鉄道高架化の実現が強く求められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：熊本駅周辺連続立体交差委託 他合併（連続立体交差調査）報告書 

     （平成12年3月 熊本県熊本駅周辺整備事務所） 

図1-11 都市計画上の課題 
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(3) 地域整備・交通施設整備計画 

着々と整備が進む、九州縦貫自動車道をはじめとする広域・高速な自動車道や昭和59年（1984

年）にルート等が公表された九州新幹線整備計画などを将来に控えて、熊本市の広域圏におけ

る中核都市としての役割への期待が高まっていた。 

 

 (a) 熊本県総合計画 

平成５年（1993年）に策定された熊本県総合計画「ゆたかさ多彩『生活創造』くまもと」で

は、基本戦略プロジェクトのひとつとして“九州の拠点形成”を掲げ、熊本都市圏と九州各県

主要都市とを150分で結ぶ構想を推進していた。熊本中央生活圏とされていた熊本市は、人や物、

情報などが活発に交流する、県全体の牽引役としての発展を目指し、広域的な行政サービス、

都市サービスを提供する拠点として位置付けられていた。 

 

 (b) 熊本市総合計画 

平成４年（1992年）に策定された熊本市総合計画では、「水と緑の人間環境都市」、「活力

ある交流拠点都市」、「いきいきとした市民福祉都市」、「風格ある文化創造都市」の４つの

都市像を設定し、都市空間整備を計画していた。 

そして、下記の重点プロジェクトを進めようと検討する中で鉄道高架化についても言及され

た。 

 

 熊本駅周辺副都心整備 

駅前広場・駐車場の整備、市電・バスのターミナル機能強化、東西連絡道路整備・西

口開設の検討など 

 都心部周辺拠点（南熊本、上熊本など）の整備 

交通結節の強化、公有地の有効活用など 

 公共交通機関の強化 

交通結節機能の強化（上熊本など）、市電の高速軌道化、鉄道の高架化・鉄道環状線

の建設などの検討 

 幹線道路網の整備 

都市計画道路の整備、主要交差点の立体化など 
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 (c) 熊本都市圏都市交通マスタープラン 

熊本都市圏の総合都市交通体系調査における計画策定において、実態調査、現況分析及び将

来予測を受けて、連続立体交差事業推進の提案がなされ、その必要性が謳われた。 

 

■平成11年度 熊本都市圏総合都市交通体系調査 4.計画策定編 

 （平成12年12月 熊本都市圏総合都市交通計画協議会） 
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熊本都市圏交通の将来ヴィジョンとして位置付けられる都市交通マスタープランにおいては、

熊本都市圏の抱える緊急性の高い課題がまとめられ、連続立体交差事業を推進することを目指

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：熊本都市圏の都市交通マスタープラン（平成12年策定 熊本都市圏総合都市交通計画協議会） 

図1-12 早急に取り組む公共交通施設整備  

・ＪＲ新水前寺駅と新水前寺駅 

前電停との一体的整備 
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 (d) 九州新幹線整備計画 

昭和48年（1973年）に九州新幹線鹿児島ルートの整備計画が決定されて以来、平成３年（1991

年）には八代～西鹿児島間の工事実施計画認可、平成10年（1998年）には船小屋～新八代間の

工事実施計画認可と推進されていた。 

【九州新幹線整備計画の経緯】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州新幹線パンフレット（平成20年頃）  

S48.11 新幹線整備計画の決定及び建設指示 

S59.３ 駅、ルート案の公表 

S61～  熊本県、熊本市が熊本駅周辺整備に関する調査を実施 

H３.８ 八代～西鹿児島間（現鹿児島中央） 暫定整備認可 

H７.４ 新幹線熊本駅 工事実施計画の認可 

H10.３ 船小屋（現筑後船小屋）～新八代間 暫定整備認可 

H11.９ 新幹線建設前倒しの方針がとりまとめられる 

    （今後おおむね10年間で整備） 

H13.４ 博多～西鹿児島間（現鹿児島中央）追加認可（フル規格） 

H23.３ 博多～鹿児島中央間 全線開業 
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 (e) 鹿児島本線沿線地区まちづくり計画 

鹿児島本線沿線地区まちづくり計画（平成9年3月 鹿児島本線沿線地区まちづくり計画策定

委員会）において、３拠点（中心部、熊本駅周辺地区、上熊本駅周辺地区）の整備、連携、そ

れを支える道路網の形成を図ることが提言されていた。 

「熊本駅周辺地区」は重点整備地区と位置付けられ、優先的かつ計画的に整備を実施すると

された。また、整備効果及び整備効率の向上を図るため、「熊本駅周辺地区、新町地区」を整

備計画ゾーン、「上熊本駅周辺地区、段山・島崎地区」を整備構想ゾーンとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：鹿児島本線沿線地区まちづくり計画 

     （平成9年3月 鹿児島本線沿線地区まちづくり計画策定委員会） 

図1-13 鹿児島本線沿線地区まちづくりにおける整備優先性  
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■３拠点の機能連携の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：鹿児島本線沿線地区まちづくり計画 

    （平成9年3月 鹿児島本線沿線地区まちづくり計画策定委員会） 

図1-14 ３拠点の機能連携の考え方  
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 (f) 熊本都市圏の幹線道路網計画 

熊本都市圏は、都市圏の幹線道路網として「２環状８放射」で構成される道路網を目指して

いた（後に、「２環状11放射」の計画へ）。 

しかしながら、都市計画道路は、ＪＲ鹿児島本線以東では多くの路線が整備済みとなってい

るものの、以西では未整備路線が多い状況であった。 

〔ＪＲ鹿児島本線以西の主な未整備路線〕 

１ 熊本西環状線   20 新町戸坂線 

10 池田町花園線   21 段山島崎線 

14 野口清水線    22 戸坂本妙寺線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：熊本駅周辺連続立体交差委託 他合併（連続立体交差調査）報告書 

   （平成12年3月 熊本県熊本駅周辺整備事務所） 

図1-15 都市計画道路の整備状況  

西側における 
整備の遅れ 

熊本駅 

上熊本駅 
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1-2-2 事業の必要性 

都市計画上の課題等を受けて、連続立体交差事業の必要性がとりまとめられ、事業を推進し

た。 

【連続立体交差事業の必要性】 

 

 

 

 

 

 

 熊本駅、上熊本駅周辺整備及び両駅間の沿線市街地の整備 

 鉄道を挟んだ東西の交通ネットワークの強化 

 

併せて、まちづくりや都市計画道路整備との連携が重要とされた。 

 熊本駅周辺におけるまちづくり、道路整備等 

 西側市街地と都心との連絡強化 

 

■熊本駅周辺連続立体交差委託 他合併（連続立体交差調査）報告書 

 （平成12年3月 熊本県熊本駅周辺整備事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 東西に分断されていたまちがひとつになる。 

 踏切の交通渋滞がなくなる。踏切事故がなくなる。 

 安全で快適な道路が整備される。 
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 ※資料を基に再作図。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■都心部周辺におけるまちづくりの方向性 

都心環状ルートの強化 

熊本駅～上熊本駅における 

都市機能の集積促進 

円滑な東西交通の確保 

新幹線整備に伴った熊本駅西側に 

おけるエントランス機能の充実 

都心、副都心、主要拠点、 

周辺拠点の機能分担による 

バランスのとれた都市発展 

の誘導 

↓ 

都心への交通集中の緩和に 

よる環境負荷の軽減 

子飼 

３拠点の連携強化 大江 

水前寺 

南熊本 

鹿
児
島
本
線 

新
幹
線
协
計
画
卐 

都心 

上熊本 

(主要拠点) 

熊本 

(副都心) 
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